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Points of View

医薬産業政策研究所 主任研究員 平井浩行
成田喜弘

１９９８年５月に施行された大学等技術移転促進法
（略称）以降、産学官連携強化による日本経済の活
性化を目指した動きが活発化してきている。この
法律が日本版バイドール法と呼ばれるように、８０
年代の各種政策をバネに９０年代に入って著しい経
済再生を成し遂げた米国の経験から学ぼうとする
政策努力のひとつといってよいだろう。そこで以
下では、米国での産学官連携の関係者へのインタ
ビュー（コメント引用先については脚注参照）を
ベースに、米国の実態、問題点を整理し、わが国
における産学官連携のあり方を考えてみたい。

根強い科学技術政策への信頼

米国の歴史はフロンティアを求めての歴史でも
ある。古くは西部開拓の歴史がそれであり、近く
はベンチャー創業を志向する活発な起業家精神が
それにあたる。政府資金による研究開発の成果を
資金の出し手である政府への権利帰属から研究者
への権利帰属へと、従来の発想を１８０度転換させた
バイドール法の成立も偶然の所産ではない。

・第二次大戦後の科学技術政策の端緒はいわゆる
「ブッシュ・レポート」に始まっている。既に大
戦終結以前にルーズベルト大統領は大戦の成果
を踏まえて平時における科学技術政策のあり方
を V．ブッシュに諮問、それに対してブッシュが
まとめたレポート「Science‐Endless Frontier」に
おいて基礎研究の支援と科学教育の推進は国の
義務であるとの主張がなされたのを嚆矢として
いる。このレポートは科学技術政策推進のひと
つの柱となる米国科学技術財団（NSF）の設立に
繋がっていく。（CSIS、PCAST）

・ブッシュ・レポートとともに米国の科学技術政
策に大きなインパクトを与えたのは、後のノー

ベル賞経済学者 K．アローである。１９６１年に発表
した論文の中で、市場のメカニズムに委ねると
基礎研究への投資は十分に行われなくなるとし
て、基礎研究における政府の役割を強調した。
（HBS）

・バイドール法成立の基本的背景は米国の相対的
地位低下に対する危機感である。議会での議論
に際して、１）創造性は重要な国家資源である、
２）特許制度はかかる資源を国民の手に届ける
仕組みである、３）基礎研究の成果を大学のも
のとすることは国民の利益に繋がる、４）イノ
ベーションは平時外交において有力な武器であ
る、との基本的戦略が表明されている。（CSIS）

・科学技術政策について言えば米国は決して市場
主導（market driven）ではない。米国科学技術財
団、国防省、国立衛生研究所（NIH）等を通じて
多額の研究開発資金が投下されている。（HBS）

・多額の政府の研究開発投資を正当化する最も重
要な要因は国益である。安全保障、国際競争力
の促進など政治的な計算といってもよい。前ク
リントン・ゴア政権は就任後直ちに、民間企業
がイノベーションを通じて成長し、利益を得る
ことを連邦政府が支援し、経済成長の達成に努
めるとの政策「Technology for America’s Eco-

nomic Growth」を打ち出すなどショー的な動き
をした。ブッシュ政権は科学技術政策について
より結果重視の政策をとるであろう。（PCAST）

生命科学の重視

米国において生命科学は「経済成長のエンジン」
として広く捉えられている。技術革新への強い信
奉、健康への幅広い関心があいまって生命科学分
野への強い期待となっているといえよう。HBS

の教授４人（J．ウェスト、G．ピサーノ等）を中心

米国における科学技術政策と産学官連携
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に生命科学をテーマに、どのような政治的、経済
的、社会的枠組みを持った国がこの分野でリー
ダーとなりうるかとの研究が動きだしている。８０
年代の初め、MITのプロジェクトとして進められ
たレポート、「Made in America」が米国産業の競争
力復活に大きな役割を果たしたことを想起させ
る。

・「Science」誌の調査によれば、２１世紀に最も発展
が期待される科学分野１０の内、６が生物化学分
野であった。物理学の分野は全く指摘されなか
った。（HBS）

・生命科学の分野における研究開発のリスクは著
しく大きい。投資の財務的なリターンがリスク
に見合うか否かの不確実性は高く、社会的なリ
ターンをも考慮する必要がある。ここに政府が
リスク・テーカー（the last resort of risk manage-

ment）として関与する余地が生まれてくる。ま
た、生命科学分野では技術の「占有可能性」が
重要であり、知的財産権戦略が鍵となる。（HBS）

・生命科学分野では米国が世界に先駆けている。
この先駆者利益（front runner advantage）を如何
に維持するかが科学技術政策のひとつの主柱で
ある。（CSIS）

NIHの戦略的役割

生命科学分野における政府機関として真っ先に
浮かぶのはやはり NIHである。ワシントン DC

中心部から地下鉄でも２０分ほどの地にあり、それ
だけでもひとつの町を形成しているといって過言
ではない NIHは、連邦政府の研究開発費の約
２５％、２００３年度予算で２７３億ドル、いわゆる「連邦
科学技術予算（FS & T）」に計上される予算に絞っ
ても１８０億ドルの予算規模をもっている。バイオ・
テロ対応の予算を直ちに計上、またゲノム解析の
さらに先を見越して臨床試験の体制整備を図るな
ど戦略的な動きが目立っている。

・近年は、メディアのフロント・ページにも生命
科学の展望が掲載されるほど、この分野への国
民の意識は高まっており、患者団体を含め国民
からの圧力が強く、それに押されるように予算
規模も拡大している。ベビー・ブーマー、ロッ
クンロール世代の高齢化も国民の健康意識を高
めているのであろう。（NIH）

・研究開発支援予算の拡大はあまりにも製薬企業

を利しているとの批判が一部の市民団体にあ
る。市民団体や両院合同経済委員会のレポート、
NIHのレポートを分析手法にまで立ち戻って
検討してみると双方の主張根拠に問題が多い。
新薬開発のプロセスは高度に複雑で、高い創造
性を要するものであり、線型（linear）のプロセ
スではない。公的資金の支援を受けた研究と民
間資金に基づく研究を区別することはますます
困難になってきている。結局、われわれがレポー
トに書いたように、民間セクターは公的セク
ターによる「良質の科学（good science）」を必要
とし、公的セクターは、民間セクターが生まれ
た科学的資本（scientific capital）を社会に貢献す
る製品に開発、「良質な医療（good medicine）」の
提供につなげることを期待しているのである。
（Tufts）

・ゲノムの解析の進歩の結果、慢性疾患に対する
潜在的な候補物質も増加しており、臨床研究の
体制整備が重要である。NIHには内部研究予算
（全体の約１０％）と外部研究予算（同８０％強）が
あるが、内部研究では慢性疾患に注力、疾病マー
カーの開発などを行っている。外部研究支援で
は患者数の多い疾患の臨床試験に注力してい
る。（NIH）

・臨床研究に充てられる部分が増えているとはい
え、研究支援の主たる対象は引き続き基礎研究
である。多くの研究者に機会を与えるため研究
支援の１０％以上は新規の研究者に配分されてい
る。成果次第で、初年度よりも次年度以降は研
究支援を得ることが難しくなっている。（NIH）

・バイオテクノロジー分野では大学発のバイオベ
ンチャーを支援するものとなっている。SBIR

制度（Small Business Innovative Research：予算
の一定割合を中小企業に優先的に割り当てる制
度）を通じて開発リスクの高いプロジェクトの
支援を行うものである。優れた技術、高い商業
化の可能性があれば、ベンチャーは NIHだけで
なく、同時に民間からも資金を導入できる。「良
いアイデアさえあればカネはついてくる」ので
ある。幹細胞研究はその例のひとつである。
（NIH）

・大学系病院では臨床試験に関わる臨床研究者の
教育に力を注いでいる。臨床医は若いときには
診療に、その後は診療に加えて研究費の確保に
多忙である。臨床研究の強化には臨床研究のイ
ンフラの整備とともに、臨床研究に関心をもつ
人材の育成が重要である。NIHでは生物学、生
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理学、解剖学を習得した学生に対し訓練プログ
ラムを用意している。（NIH）

TLOとバイオベンチャー

１９８０年のバイドール法、研究開発予算を技術移
転活動に使用することを義務づけたスティーブン
ソン・ワイドラー技術革新法の制定以降、産学官
の間の技術移転は急速に進展した。大学技術管理
者協会（Association of University Technology Man-

agers：AUTM）の年報によれば、１９９１年から９９年
の間に大学の特許申請件数は３倍以上にも増加し
ているとされている。また NSFの調べによれば、
製薬産業は新製品（新薬開発）にあたっての大学
研究への依存度が最も大きい産業である。

・バイドール法に対応して TLO （技術移転機関）
が多くの大学（research university）に特許の管理
を一義的目的として設立された。産業と研究者
の仲介者として機能する TLOは、１）研究者の
信頼を得る、 ２）産業との密な関係を樹立す
る、ことが求められる。平均的には１０人程度の
組織であり、そのうち技術移転に専門化する者
は２～５人程度である。MIT、ウィスコンシン大
学、スタンフォード大学が最も成功している
TLOである。（AUTM）

・TLOの目的は収益の極大化ではない。 むしろ、
より多くの特許をライセンスすることである。
活動を通じて３つの R、研究資金の確保（re-

search fund）、知名度（recognition）、研究者の維
持（retain the investigator）を達成することにあ
る。（MIT）

・TLOのおよそ８０％は赤字である。成功している
TLOの代表の一つとされるスタンフォード大
学ですら、その収入の大半を２～３のバイオ関
連特許のライセンス収入に依存している状況で
ある。全米平均でみてもライセンス収入は大学
の研究資金総額の１～２％を占めているに過ぎ
ない。（AUTM）

・MITの場合、前学長は早くから生物学の将来性
に注目し、教授陣の強化など施策をとってきた。
そうした努力もあり、コンピューター生物学
（computation biology）の分野では全米でも第一
人者の地位を占めている。MITにおいて、産業
界との連携に３つのルートがある。教授と産業
界の窓口としての Industrial Liaison Program、技
術移転機関としての Technology Licensing Of-

fice、学生企業家育成のための Entrepreneurship

Center（ビジネス・スクールに帰属）である。
TLOには９人のライセンシング・オフィサー
がおり、うち３人はバイオテクノロジーを専門
としている。TLOを通ずる昨年度の特許申請は
４１１件、承認数は１６０件、ライセンス収入は８，２００
万ドルに及んでいる。大学の研究基金の２０％は
TLOからの収入であり、うち５０％はバイオテク
ノロジーに関連している。（MIT）

・ボストンではマサチューセッツのバイオテクノ
ロジー産業を支援するために、マサチューセッ
ツ・バイオテクノロジー・カウンシル（MBC）
という非営利機関が１９８５年に設立され、ひとつ
のコミュニティを形成している。MBCは広く世
界の人々に貢献するような新しいサイエンス、
テクノロジー、メディシンの開発を促進するこ
とを目的としている。このコミュニティにはタ
フツ大学、ハーバード大学、MITなどの大学発
のベンチャー企業が２００社以上参加しており、そ
の中で積極的に情報交換が行われている。
（Tufts）

・MBCの業務はベンチャー支援にとどまらず、学
生や外部の会社の者もコミュニティ内の会社名
簿やデータベースを容易に利用できる仕組みを
築き上げている。大手製薬企業はアイデア段階
での情報収集のため、この地域にエージェント
を派遣しており、スタートアップの段階で３万
ドル程度の資金を提供することもある。（Tufts）

・MITにも Small Business Programがあり、研究
者のビジネスプランのサポートを実施してお
り、大学発のベンチャー企業にも投資している。
昨年度の投資回収は５，６００万ドルに及んでいる。
（MIT）

・ベンチャー企業のスタートアップについては、
TLOはその可否を判断しない。それは研究者自
らが行うことである。スタートアップ時に鍵と
なる原則は、ひとつの「テクノロジー」をもと
に起業することは可能であるが、ひとつの「製
品」だけをもとに起業してはいけないというこ
とである。（AUTM）

日本への示唆

これまで見てきた米国の状況は、短期間の出張
に際して訪問した機関とのインタビューに基づい
た雑感的なまとめである。全体像を正確に捉えて
いるとの確信はない。ただ、わが国における産学
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官連携をめぐる議論を振り返ってみると、幾つか
の点で考慮を要する必要を感じたのも事実であ
る。
第一に、米国では、科学技術政策が国民的議論

を経ながら確立されている点である。安全保障、
外交政策と関連づけて考える米国の伝統と国家・
産業などのシステムを構築することに対して強い
関心をもつ国民性を反映しているのであろう。ま
た、公私の役割分担を常に議論の対象としてきた
土壌もある。前述のバイドール法にしても国家資
金による研究成果の権利帰属に関して１８０度の発
想転換を行うものであり、その立法にあたっては
激しい議論があったという。バイドール法以降も
産学官連携のためのルールが実情に合わせて変更
されつづけている。またこの間、アカデミアから
多くの実証的研究が発表され、政策論議に広範な
影響を与えている。
第二に、生命科学の可能性に対する信頼の高さ

と国民の理解を深めようとする官民の努力であ
る。生命科学は政策面でも明確に経済成長のエン
ジンとして位置づけられている。「生命科学分野に
おける競争力の維持・強化にとって望ましい社会
的・政治的・経済的枠組み」を研究するプロジェ
クトは、ニューエコノミーの主導者としての米国
に大きな政策的意味合いを与えると予想される。
同時に、生命科学は「ヒト」を場とする科学でも
ある。国民の理解と支持なしには成り立ち得ない。
「国民（納税者）の利益」、「コミュニティ（患者団
体を含め）の理解」という言葉がインタビューで
の発言の中に頻繁に用いられていた点は印象的で
ある。かつてベトナム戦争時、国防の分野ではあ
ったが、産官そして学に及ぶ密接な関係が批判の

対象となった経験からの教訓がある。
第三に、産学官連携について現実的な見方が支
配している点である。大学における基礎研究と応
用研究の比重、学と産との機能分担は常に問い直
されている。また TLOについても、収益を最終的
な目的とせず、研究成果の商業化を通ずる社会的
還元という観点、さらなる研究のための資金の確
保という視点が強調されているのである。何にも
まして、競争を通ずる高い研究水準の維持が大学
にとっての使命だからであろう。TLOはそのため
のツールといったら言い過ぎであろうか。
バイドール法と日本版バイドール法との間には

１８年余の時間差がある。無論このことはそれ以前
に産学連携がなかったことを意味しない。むしろ、
インフォーマルな関係に基づく産業と大学研究者
の関係は日本の伝統でもあった。米国においても、
産業からみると、ライセンス・インに際して最も
重要なルートは企業の R & D担当者と大学研究
者との間の人的関係であるという。マーケティン
グのルートとしての TLOは、全体としてみれば必
ずしも高い重要度を与えられていないようであ
る。むしろ TLOに期待されているのは、研究成果
の特許申請の支援、特許をめぐる交渉と管理とい
う研究者にとっての金銭的および時間的コストの
削減、そして産業とのコンタクトを通ずる研究者
の動機づけと信頼関係の樹立といった基本的機能
であろう。わが国においても、TLOに議論を集中
させるのではなく、科学への期待と信頼の確保を
背景に、産学官連携を社会システムのひとつとし
て根づかせる継続的努力が求められているのでな
かろうか。

・CSIS：Center for Strategic and International Studies

国内政策、外交・国防政策についての分析・評
価を行なう、ワシントン在の研究機関。

・PCAST：President’s Council of Advisors on Sci-

ence and Technology

１９９０年に設立され、科学技術政策等について大
統領にアドバイスを行う組織

・HBS：Harvard Business School

・NIH：National Institutes of Health

・AUTM：Association of University Technology

Managers

産学官の技術移転関係者をメンバーとする会員
組織の団体。その年報である Annual Licensing

Surveyには、技術移転に関する各種のデータが
収載されており、頻繁に引用される。
・MIT：Massachusetts Institute of Technology

・Tufts：Tufts Center for the Study of Drug Devel-

opment

医薬品の開発期間やコストなど、医薬品産業に
関る問題を分析しているタフツ大学の研究セン
ター。

参考資料
・「米国における政府による研究開発支援の現状
と動向」中村景子：政策研レポート No．１
（２００１．９）
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現在、日本において大学の研究成果の商業化が

積極的に進められている。本論では英国における

大学の研究成果の商業化の現状を紹介してみた

い。英国のこの分野の取り組みは進んでいるもの

の、まだその中心は上位の大学に限られているの

が現状である。オックスフォード大学もそのよう

な大学のひとつである。その中心を担うオックス

フォード大学の TLOの現状についてもあわせて

紹介することとしたい。

英国には１６８の高等教育機関があり、すべて国立

である１）。１９９９年度における高等教育機関の研究

費は３３億ポンド（６，２７０億円：１ポンド１９０円にて

換算。）であり、英国における研究費の２０％を占め

ている２）。これに対して１９９９年度における日本の

大学の研究費は合計で２兆円であり、国全体の研

究費の１５％を占めている３）。図１は分野別の金額

の比率を示したものである。

１９８５年、英国政府は特許の管理を大学に移すこ

とにした。それ以来、大学は特許のライセンシン

グや大学発ベンチャー企業の株式保有を通じて利

益をあげようとしている。大学での研究成果を特

許化したり、ライセンシングをする専属 TLOを持

っている大学の数は全体の９２％に及んでおり、特

許出願数、ライセンス契約数、特許による収入は

着実に伸びている（図２～４）４），５）。日本において

は、１９９８年に「大学等技術移転促進法」が制定さ

れたが、現在までのところ、日本の大学の TLO

は２６にとどまっている３）。しかし、英国における

技術移転が、一部の大学に集中していることは明

記しておく必要があるだろう。トップ５の大学が

新規ライセンス契約の５２％を占めており、１９９９年

度のライセンス収入の５４％を占めている。その一

方で、半数の TLOでは、１９９９年度の特許管理費が

Points of View

医薬産業政策研究所 エドワード・ライト

英国にみる大学発ベンチャー企業と TLO

図１ 分野別研究費

図２ 特許出願数（日英）
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図５ 大学発ベンチャー企業数

図６ 大学発ベンチャー企業の分野別構成

特許収入を超えてしまっている。

ここ数年、大学発ベンチャー企業の数が急速に

伸びている（図５）。１９９９年度には、英国の大学の

研究成果をもとに１９９のベンチャー企業が誕生し

ている（日本では１９９９年に３０の大学発ベンチャー

企業が誕生しており、累計１２８になっている）。こ

れは大学の研究費１，６６０万ポンド（３１．５億円）に対

して１つのベンチャー企業が誕生している計算に

なる６）。一方、米国においては、同期間に２７５のベ

ンチャー企業が誕生しており、これは大学の研究

費５，３１０万ポンド（１００．９億円）に対して１つのベ

ンチャー企業が誕生している計算になる。英国の

大学発ベンチャー企業の６８％は、上位１４％の大学

から生まれていることに注目すべきであろう。こ

れらのベンチャー企業を分野別に見ると図６のよ

うになる。

１９９８年、英国の大学を対象にした調査によると、

大学の研究成果を商業化する際の最大の障害はベ

ンチャー企業育成の為のファンドが十分でないと

いうことが判明した４）。そこで、１９９９年、政府は１５

のファンドを設立し、このファンドから大学の基

礎研究をもとにしたベンチャー企業に対して、２５

万ポンド（４，７５０万円）まで投資をすることを可能

にした。初年度に１２７のプロジェクトに対して８３０

万ポンド（１５．８億円）が投資され、４４のベンチャー

企業が誕生している５）。

オックスフォード大学の場合７），８）

オックスフォード大学には、１万６，０００名の学生

図３ ライセンス数

図４ 大学の特許収入
（百万ポンド）
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が在籍している。そのうち５，０００名が大学院生であ

り、４０％が理工系の学生である。１９９９年度の研究

費は他の大学と比べて突出しており、１．９２億ポン

ド（３６４．８億円）である。１９８８年以来、大学発特許

は大学の TLOである Isis Innovationが管理してい

る。Isis Innovationは、特許の評価、保護、マーケ

ティング等を行っており、年間１００万ポンド（１．９

億円）を特許保護に使っている。１９９９年度のライ

センス収入は、約４００万ポンド（７．６億円）である。

１９５９年以来、３３のベンチャー企業が誕生しており

（図７）、そのうちの６０％はヘルスケア関連ベンチ

ャー企業とバイオベンチャー企業が占めている。

これは２，４００万ポンド（４５．６億円）の研究費に対し

て、１つのベンチャー企業が誕生している計算で

ある。オックスフォード大学発ベンチャー企業を

時価評価すると２０億ポンド（３，８００億円）に達して

おり、４，０００人の雇用を生みだしている。これまで

に倒産した企業はなく、５社がロンドン株式市場

に上場している。

Isis Innovationのベンチャー起業支援は多岐に

わたっている。研究者に対して、特許出願時の費

用、法律上のアドバイスなどビジネスの様々なア

ドバイスを行い、起業時の交渉の代理人にもなる。

また、同大学の中のビジネススクールと共同し、

大学教授や学生のための起業支援プログラムを企

画運営している。１９９９年、オックスフォード大学

は、政府からベンチャー企業支援のファンドの為

に４００万ポンド（７．６億円）の拠出金を受けた。さ

らに２０００年には、Isis Angels Networkを設立して

いる。これはエンジェル投資家を登録しておき、

投資に適した時期になったベンチャー企業と投資

家を引き合わせようというものである。現在、登

録されている投資家の投資額は３，０００万ポンド（５７

億円）に達している。大学には２つのサイエンス

パークがあり、１００以上の企業に対してオフィスや

研究施設を提供している。

最後にオックスフォード大学化学部のユニーク

な取り組みを紹介しよう。同部は２０００年１１月投資

銀行ビーソン・グレゴリー社とスピンアウト契約

を締結した。この契約によりビーソン・グレゴ

リー社は新しい研究施設建設に２，０００万ポンド（３８

億円）を出資し、今後１５年間、同学部から誕生す

るベンチャー企業の大学保有株式の半数を保有す

ることになる。既に２つのベンチャーが起業して

おり、いずれもドラッグ・デザイン技術に特化し

たベンチャーである。

（訳 沖野一郎、小野塚修二）

１）UK Department of Trade and Industry statis-

tics：www．dti．gov．uk／ost／setstats

２）UK Government R & D Scoreboard：www．in-

novation．gov．uk／projects／rd_scoreboard／analy-

sis／analysis．htm

３）経済産業省「我が国及び産業の研究開発活動

の動向：主要指標と調査データ」２００１年８月

www．meti．go．jp／policy／tech_research／indica-

tor／japanese（h１３．８）．pdf

４）Industry‐Academic Links in the UK，PREST，

University of Manchester，１９９８

５）Higher Education‐Business Interaction Survey

２００１，Centre for Urban and Regional Develop-

ment Studies，UK

６）Association of University Technology Managers

Licensing Survey１９９９

７）Isis Innovation Ltd．‘Technology Transfer from

the University of Oxford’

８）Oxford University website：www．ox．ac．uk

図７ オックスフォード大学発ベンチャー企業数
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現在、我が国において産学連携が積極的に推進
されている。医薬品・バイオテクノロジー分野も
例外ではない。特に最先端の科学技術の成果を取
り入れることが出来るかどうかに企業の存亡がか
かっている医薬品・バイオベンチャー企業では大
学との連携を持つ意義は大きい。本稿では、医薬
品・バイオベンチャー企業と大学との共同研究の
最近の動向を見ることとしたい。
図１はバイオテクノロジー分野において国立大

学等の企業等との共同研究の推移を見た図であ
る１）。このデータには私立大学は含まれていない
が、我が国のバイオテクノロジー分野の基礎研究
の大きな傾向を読み取ることが出来ると考えられ
る。これによれば共同研究は年々増加し、特に１９９８
年から２０００年にかけて、３０９件から７００件と２．３倍に
増えている。２０００年における共同研究は全体で
４，０２９件であるからバイオテクノロジー分野での
共同研究は全共同研究の１７．４％にあたる。これは、
材料開発分野２１．７％についで二番目に高い数値で
ある。
このようにバイオテクノロジー分野で共同研究

が増えているひとつの理由は産学連携を推進する
政策が国によって積極的に進められていることに
よる。例えば１９９８年「研究交流促進法」の改正に
より、国立大学等に企業が共同研究施設を建設す
ることが可能になり、２０００年からは「産業技術力
強化法」の制定により国立大学等と企業との共同
研究において複数年度契約が可能になっている。
また政府によるバイオ関連予算も近年増加してい
る。経済産業省、農林水産省、厚生労働省、文部
科学省４省のバイオ関連予算は１，７０１億円（１９９７年
度）から２，８４９億円（２００１年度）とこの４年間で１．７
倍に増加している２）。この中には新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）の提案公募事業や
科学技術振興事業団（JST）の独創的研究成果育成
事業など、産学共同研究を推進する事業のための
予算も含まれており、産学共同研究を後押しして
いるのである。
このように国が政策として産学共同研究を進め
る一方でプレーヤーにも変化が見られる。独立行
政法人化を前に大学側の意識が変化しているのに
加えて医薬品・バイオテクノロジー分野に新たな

Points of View

医薬産業政策研究所 主任研究員 沖野一郎

増加する産学共同研究

図１ 国立大学等の「企業等との共同研究」（バイオテクノロジー分野）

国立大学等の「企業等との共同研究」の平成１２年度の実施状況について（文部科学省）
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プレーヤーが誕生している。ここ数年日本におい
てバイオベンチャー企業の起業数が増え、これら
のベンチャー企業が国内大学と共同研究を積極的
に進めているのである。我々が行った調査によれ
ば、調査を行った１３３社のバイオベンチャー企業の
うち８０社以上の企業が大学との共同研究を行って
いると回答している（図２）３）。十分な研究施設等
のインフラを持たないベンチャー企業にとって大
学との共同研究は単に最先端のリサーチネット
ワークに参加する以上の魅力があるのだろう。
ではこの分野の主要なプレーヤーである医薬品

企業についてはどうだろうか。「平成１２年度 民間
企業の研究活動に関する調査報告」（文部科学省）
によれば、資本金１０億円以上の医薬品企業４７社の
うち３５社が国内大学と共同研究を行っていると報
告している。これは共同研究相手として最も比率
が高い。国内企業との共同研究がついで高く、２９
社が共同研究を行っていると答えている。近年の
創薬は技術が複雑でかつ多額の資金が必要である
ことから、大企業といえどもすべて自前で行うこ
とが困難になっており企業間において戦略的なア
ライアンスが増えている。大学との共同研究には
より基礎的なシーズや基盤技術を求めているもの
と考えられる。
産学共同研究は、大学から技術移転の重要な仕

組みのひとつである。今後とも共同研究は増えて
いくものと思われるが、共同研究の成果（特許等）

の取り扱いをめぐっては改善すべき点も多くさら
なる議論が必要である。特に特許の第三者への譲
渡やサブライセンスに対しての現在の規制はベン
チャー企業にとって大きな障害になっていると言
われている。場合によっては研究成果の独占的、
あるいは優先的実施権が十分に得られず、企業が
研究開発のインセンティブを失う可能性があ
る４）。これらの問題が改善され我が国においてひ
とつでも多くの画期的な新薬が誕生することを期
待したい。

１）文部科学省「国立大学等の『企業等との共同
研究』の平成１２年度の実施状況について」
２００１年１１月１５日

２）中村良明、小田切宏之「日本のバイオテクノ
ロジー分野の研究開発の現状と３つの課題」
経済産業研究所ディスカッションペーパー
２００２年２月

３）医薬産業政策研究所リサーチペーパーシリー
ズ No．１０「事業分野・出資構成・共同研究・
特許出願から見た日本のバイオベンチャー企
業の特徴」２００２年４月（予）

４）ロバート・ケネラー、首藤佐智子「産学間の
技術移転における知的財産権の役割」
研究開発マネジメント２００１年６月

図２ バイオベンチャー企業１３３社の共同研究相手先（複数回答含む）

医薬産業政策研究所「事業分野・出資構成・共同研究・特許出願から見た日本のバイオベンチャー企業の特徴」
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生命科学の世紀といわれる今世紀、その最大の

実用成果といえる創薬・医療技術も大きく発展す

ることが期待される。本稿ではその中から、「テー

ラーメード医療」と「再生医療」について取り上

げ、現状および将来への課題等について簡略に述

べる。

１）「テーラーメード医療」

個々の患者さんの遺伝子情報等から疾病の原因

やタイプ、あるいは体質などを把握し、個々に適

した薬剤を選択、利用することによって、確度の

高い有効性と安全性を目指す施療法であり、英語

では Personalized Medicineといわれるものであ

る。HER遺伝子産物の過剰産生によるがん細胞増

殖が病因となっている転移性乳がん患者さんを対

象に、抗 HERモノクローナル抗体「ハーセプチン」

を投与するような分子標的治療法と、患者さんの

肝臓の代謝酵素活性を調べ、これに基づいて薬物

相互作用による副作用の回避などを企図する処方

の最適化に大きく分類できる。いずれの場合も、

患者さん一人ひとりの遺伝子情報や疾病の表現型

（疾患フェノタイプ）などについて判定・診断する

必要があることから、診断や効果判定のための新

しい薬や機器とのセット使用が前提となる。テー

ラーメード医療向け医薬品の開発にはゲノム科学

や生物情報学（バイオインフォマティクス）など

が、またテーラーメード医療向け診断薬・診断機

器等の開発にはチップ化技術などを含むいわゆる

ナノテクノロジーが、それぞれ駆動力になる。

テーラーメード医療に関する今後の課題とし

て、ここでは患者さんの個人情報保護の問題と、

保険適用の問題を挙げることにする。

テーラーメード医療では、患者さんの遺伝子情

報などを利用する必要があるが、遺伝子情報は「究

極のプライバシー」ともいわれるものであり、そ

の漏洩や不適切な使用は厳に禁止されなければな

らない。そのためには技術的な保護方法の開発と

ともに、適切な法的対策も必要である。折角の有

用性の高い治療技術の普及にブレーキにならぬよ

う、十分な検討・対応が求められる。

保険適用の問題とは、新技術の医療上の価値を

どのように評価するかを意味する。例えば、これ

まで医師が問診や生化学的検査結果などから行っ

ていた診断や治療薬（方法）選択の一部が、今後

は診断機器等により代替されることが考えられ

る。このような、医師が行う診療行為の一部が診

断機器等によるものにシフトする場合の、保険（診

療報酬）上の取り扱いはどうなるのか。あるいは、

今までよりもより厳密に対象患者を限定した適応

症が与えられ、その対象患者における有効性が高

い医薬品等に対する保険（薬価）上の評価はどう

あるべきだろうか。今後続々と登場してくるであ

ろう画期的新薬の「評価」については、今からそ

のあり方について考えておく必要があるだろう。

２）「再生医療」

機能不全の細胞・組織・臓器に対して、自己あ

るいは他人の細胞等を基にした治療マテリアルに

よって機能修復させようとする治療法を指す。細

胞機能修復としては、インシュリン産生細胞（膵

臓ランゲルハンス島 β細胞）や、ドパミン産生細
胞（黒質－線条体ドパミン神経細胞）など、組織

機能修復としては、皮膚や軟骨、角膜など、臓器

機能修復としては、心臓（心筋細胞）や肝臓（肝

実質細胞）などが考えられ、既に自己培養軟骨と

ヒト培養皮膚製品については FDAで承認されて

医薬産業政策研究所 主任研究員 田村浩司

Topics

医療新技術の実用化に関する最近の動向
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いる。日本でもジャパン・ティッシュ・エンジニ

アリング（J‐TEC）が培養表皮細胞について厚生労

働省から安全性と品質に係るガイドラインへの適

合確認を受け、臨床試験入りする計画のほか、す

でに外国で実績のある企業による日本での臨床試

験などが進められている。細胞や組織の分化・培

養技術や生体との定着に関する技術、組織構造を

保つための足場（Scaffold）に関する技術などが駆

動力となっている。また、体性幹細胞や胚性幹細

胞に関する研究の進展が、再生医療の新しい可能

性を広げようとしている。

再生医療に関する今後の課題として、ここでは

その特殊性に基づく規制のあり方と、「原材料の調

達」についての問題、そして倫理的問題について

挙げることにする。

再生医療に用いるマテリアルは、（改正）薬事法

上は主に「特定生物由来製品」と分類され、感染症

対策など通常の低分子化合物などに比べて「ナマ

モノ」であるが故の一層厳格な規制・措置がなさ

れることになる。FDAでは９７年以降、Good Tissue

Practiceその他の規制（案）が出されており、日本

では９９年以降、（旧）中央薬事審議会バイオテクノ

ロジー部会において指針が策定されてきている

が、GMP、GCP、GPMSPそれぞれについて、さら

には承認審査の方法についても、必要な施策・対

応の整備を早急にかつ継続的に進めていかなけれ

ばならない。

「原材料の調達」については、患者さん本人由来

の細胞等を利用する場合には問題は少ないが、他

家由来の材料を加工して利用する場合には適正化

のためのルール作りの必要がある。研究用の人体

組織バンクは、日本移植組織学会が設立する「再

生医療バンク」やヒューマンサイエンス振興財団

の「ヒト組織バンク」など、徐々に整備されてき

ているが、細胞・組織の提供については、提供者

からインフォームドコンセントを得る際の内容や

ルール等について、その適切な普及のためにクリ

アにしておく必要があろう。なお「原材料」につ

いては、出産の際に得られる「へその緒」に含ま

れる血液＝臍帯血の利用が有望視されている。こ

の中には分化能を持つ幹細胞が豊富に存在し、し

かも、何ら生体侵襲性なく得ることができる。臍

帯血の移植は既に実施されているが、それ以外の

臨床有効利用についても早急な研究推進や体制整

備が求められる。

倫理については、特に胚性幹細胞の部分におけ

るヒト胚や受精卵の使用や、濫用・悪用の問題が

考えられる。倫理問題では、国民とともに考えて

いく姿勢が重要だと考える。その前提として情報

の透明性を担保する必要があり、この点を踏まえ

て各種のルール作りを行うことが必要である。

「テーラーメード医療」、「再生医療」のほか、遺

伝子治療についても現在臨床研究が積極的に進め

られており、１０年後にはこれらの新技術を患者さ

んのために役立てるための進歩がかなり遂げられ

ているのではないかと予想される。ただし、その

適正なかたちでの実用化に際しては、患者さんの

立場からも医療提供者、企業の立場からもさまざ

まな規制、制度、ルールなどが必要である。臨床

現場での利用を具体的に想定し、安全かつ円滑に、

必要な患者さんへ必要な治療を提供できるよう、

さまざまな関係者が一緒になって、今から適切な

仕組みを考えておく必要がある。なお、産業化の

観点からは、上市までの「道筋」が予め明確にさ

れている必要がある。企業は製品の上市可能性を

投資判断の際に重視するが、現状のように品質・

安全性・有効性などがクリアできても最終的に販

売できる見込みが明確でない状態では、企業は投

資をどうしても躊躇してしまう。換言すれば、企

業は規制・基準がより明確なところで開発を進め

る選択をすることになる。明確なレギュレーショ

ンなくしてイノベーションの実用化はありえない

のである。

最後に、医療、あるいはバイオを産業振興策の

キーワードにして利用するのが昨今の流行のよう

であるが、一般消費財とは異なり生命に直結する

分野であることから、明確な針路としっかりした

ハンドルとともにアクセルとブレーキをバランス

よく研究開発等を進めるべきであることは、いう

までもない。

（参考）「ファルマシア」２００２年１月号

「ヒューマンサイエンス」

２００２年 No．１、No．２
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医薬品工業は、日本経済をリードしてきた自動

車工業などと比較して、国際競争力が低いと言わ

れることが多いように見受けられる。そこで、技

術貿易額を指標にして、医薬品工業と他製造業と

の比較を行った。比較対象は、１９８０年度または２０００

年度の輸出額あるいは輸入額のいずれかが上位５

位以内であった７業種である。

１９８０年度以降の各製造業の技術貿易額の推移は

（表１）のとおりである。まず輸出額を見ると、医

薬品工業は８つの製造業のうち、１９８０年度では最

下位であったが、２０００年度では第３位となってい

る。また、伸び率については、１９８０年度を１００とし

シリーズ

目で見る製薬産業（その５）

医薬産業政策研究所 主任研究員 藤綱宏貢

技術貿易額から見た研究開発力

図１ 医薬品工業と通信・電子・電気計測器工業との伸び率比較

注）１９８０年度を１００として各年度の数値を指数化した。
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て各年度の数値を指数化したもので見ると、自動

車工業に次いで第２位である。自動車工業と医薬

品工業の伸び率は他業種を大きく上回っている。

次に、輸入額でも医薬品工業は、１９８０年度時点

では鉄鋼業に次いで少ないが、２０００年度では通

信・電子・電気計測器工業の次に多くなってい

る。伸び率についても、通信・電子・電気計測器

工業と医薬品工業の２業種が際立った伸びを示し

ている。これら２業種は輸出でも額・伸び率とも

上位であることは注目に値する。

輸出入の収支では、製造業全体の出超額の９０％

以上が自動車工業で占められており、その突出振

りが際立っている。医薬品工業については、９０年

代半ばまでは入超であったが、それ以降出超に転

じた。通信・電子・電気計測器工業は、一貫して

入超であった。このように輸出額の上位３業種に

おいても、それぞれ特徴がある。

自動車工業は８０年代初頭までは入超であった。

しかし、それ以降日本の技術力が大幅に伸びた結

果、今では世界のトップクラスとなり、海外から

技術を導入することも少なくなったと考えられ

る。通信・電子・電気計測器工業については、日

本の技術力も向上してはいるが、海外でも同様に

技術力が向上し、技術革新が次々に起こっている

ことが想像できる。一方、一時期日本経済を支え

てきた鉄鋼業は、輸出・輸入とも金額の落ち込み

が大きい。これは全世界的に見ても画期的な新技

術が出難い業種になったということなのであろう。

医薬品工業については、上位の業種との開きは

大きいものの、輸出では第３位、輸入では第２位

と輸出入とも日本の製造業の中で上位を占めてい

る。これは日本の製薬会社が世界で通用する新薬

を開発していること、逆に海外で開発された新薬

も数多く導入されていることを表している。特に、

１９８０年度にはごく僅かであった輸出額が顕著に伸

びたことは、その間に日本の製薬会社の研究開発

力が向上したことを示している。

それでは、医薬品工業の国際競争力はどうなの

であろうか。国際競争力を見るには、技術収支だ

けでなく、製品の輸出入も考慮に入れる必要があ

る。技術収支で出超（２０００年度実績４７４億円）にな

ったとはいえ、製品ベースの輸出入がそれ以上に

大幅な入超（２，１９２億円）である現状においては、

日本の医薬品工業が十分な国際競争力を得たと言

うにはまだ早いかもしれない。しかしながら、着

実に研究開発力が向上し、国内だけでなく全世界

で必要とされる日本発の新薬が増加していること

も紛れもない事実である。

医薬品工業 総合化学・化学繊維工業 鉄鋼業
（年度） 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支
１９８０ ３０ １０２ △７２ ２５４ １６７ ８７ １７９ ８０ ９８
１９８５ １３１ １３１ △０ １９８ １３６ ６２ ２６２ ４７ ２１５
１９９０ ２５０ ２２５ ２５ ２７７ ２１０ ６６ ９４ ６５ ２９
１９９５ ３６７ ３６７ △０ ２６７ １６６ １０２ １６９ ４２ １２７
２０００ ８６４ ３９０ ４７４ ３４１ １２７ ２１３ １３４ ２３ １１２

機械工業 電気機械器具工業 通信・電子・電気計測器工業
（年度） 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支
１９８０ ９６ ３０２ △２０６ ８０ ２１８ △１３８ １５１ ３９９ △２４８
１９８５ １１７ ２４５ △１２８ １７７ ２４１ △６３ ４１７ ６０１ △１８４
１９９０ １４４ ３０５ △１６２ ２９４ ３７４ △８１ ６７７ １，２２４ △５４８
１９９５ ２２１ ２１１ １０ ６２２ ２６３ ３５９ １，５２８ １，７３４ △２０６
２０００ ３５３ ３８８ △３６ ６１９ ３５５ ２６４ １，４９５ １，８０９ △３１４

自動車工業 その他の輸送用機械工業 製造業
（年度） 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支
１９８０ ８４ １０４ △１９ １３３ ２９９ △１６６ １，３３３ ２，３３２ △９９９
１９８５ ２６０ １１４ １４６ ６４ ４８３ △４１９ ２，０５６ ２，８８６ △８３０
１９９０ ８８９ ７６ ８１３ ３１ ４４８ △４１６ ３，２０７ ３，６８３ △４７６
１９９５ １，５９１ ７５ １，５１６ ４８ ２５０ △２０２ ５，５６４ ３，８８３ １，６８２
２０００ ５，８２５ ５６ ５，７６９ ６５ ２９０ △２２５ １０，４７９ ４，２３０ ６，２４９

表１ 業種別技術貿易額推移
（単位：億円）

資料：総務省統計局「科学技術研究調査報告」
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３月１３日から１５日まで熊本で開催された日本薬

理学会年会に参加した。シンポジウムでは薬理ゲ

ノミクスや薬物相互作用、薬理学情報の臨床利用、

創薬におけるヒト組織利用など、多くの興味ある

テーマが並んでおり、また薬理学の守備範囲の大

きな変動が垣間見られた。本稿では企画教育委員

会主催のシンポジウム「治験と薬理学」の内容を

中心に、若干の意見を述べることにする。

山之内製薬の竹中登一社長から治験に企業が基

礎研究以上に投資していること、治験担当者の教

育研修にかなりの時間と金額をかけていること、

欧米では研修プログラムがいくつか機能している

ことなど、阪大の堀正二教授からは薬理学、臨床

薬理学、臨床治療学の相互関係、臨床試験と臨床

治療の質的違い、治験の科学性理解のための教育

のあり方など、聖マリアンナ医大の小林真一教授

からは臨床を視野に入れた薬理学教育のあり方と

現状の問題点についてなど、大分医大の中野重行

教授からは具体的な問題発見解決型教育の実践に

ついてなどが発表され、大いに勉強になった。

さて、大変有意義なシンポジウムであったのだ

が、参加者はあまり多くなかった。同時間帯に臨

床薬理遺伝学という、興味深いテーマがあったと

いう事情もあるだろうが、正直なところ少々残念

であった。

薬理学の研究者は、もう少し臨床薬理学や臨床

研究、臨床試験、治験などについて興味を持ち、

理解しておく必要があるのではないだろうか。な

ぜ薬理学研究者が臨床薬理学を通じて治験等へ興

味をあまり示さないのか、自分の過去を振り返っ

てみて思い当たるのは、学生時代に受けた教育カ

リキュラムである。筆者の出身大学で十数年前に

専門課程へ進学の際に配られたガイダンスブック

には、「当学部は研究者養成を目的とし、薬剤師養

成は意図されていない」旨の記載があり、実際学

部教育では薬剤師養成の為の単位のみならず臨床

現場や治験に直接関係する単位は、実験計画法と

病院実習（１週間だけ、しかも選択科目）くらい

の記憶しかない。

現在では薬剤師国家試験で臨床系の内容が重視

されるようになったこともあり、薬学教育でも臨

床系の教育内容も増加していると思われる。しか

し、竹中社長によれば、治験に関して各社で相変

わらず社内教育に相当の資源を投入しなければな

らないとのことであり、教育内容には依然として

改善の余地が相当あるものと思われる。

竹中社長は講演の最後で、日本のアカデミアに

学問としての Drug Development Scienceが必要で

ある、医療機関・企業・規制当局それぞれに一層

の人材育成が必要である、公開ワークショップな

どにおいて行政と企業や医療関係者などとの討議

が必要である、などとまとめられていたが、筆者

の追加希望として、学生への教育の方法も是非改

善して欲しいと思う。薬学部は基礎科学教育の偏

重を改善し、臨床医科学も組み込んだ「創薬科学」

を総合的に教育すべきである。その際には、医学

部など臨床系学部との教育提供の相互交流を充実

させるべきであろう。

小林教授は薬理学のバイブル「グッドマン・ギ

ルマンの薬理学書」に、薬理学は実地医療に活か

されなければ意味がない旨の記載があることを紹

介されたが、薬理学のみならず薬学部関係者には、

これを再認識していただきたいものである。

医薬産業政策研究所 主任研究員 田村浩司

政 策 研 だ よ り

治験と薬理学：薬理学会シンポジウムに参加して
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OPIRの主な動き（２００１年１２月～２００２年３月）

２００１年

１２月 ５日 政策研意見交換会「疾病構造の変化と新規有効成分の現在価値分析」
ゲスト：長江敏男氏（アベンティスファーマ）

６日 第１３回ステアリングコミティ

７日 政策研意見交換会「医療保険改革と製薬産業の課題」
ゲスト：遠藤久夫氏（学習院大学経済学部教授）
政策研レポート No．２「製薬企業の医薬品プロモーションならびに適正使用のための情報
活動に関する意識調査」（中村 洋主席研究員他）発表

１２日 政策研意見交換会「トランスポーターを使った創薬戦略」
ゲスト：石川智久氏（東京工業大学大学院生命理工学研究科教授）

２０日 第１４回ステアリングコミティ

２１日 政策研意見交換会「バイオベンチャーのバリュエーションについて」
ゲスト：森田哲史氏（野村金融研究所）

２００２年

１月 １０日 第１５回ステアリングコミティ

２５日 第１６回ステアリングコミティ

３１日 政策研意見交換会「知識資本ストック推計に基づく製薬業の利潤率分析」
ゲスト：菅原琢磨氏（学習院大学経済学部助手）
政策研ニュース No．４発行

２月 ７日 第１７回ステアリングコミティ

１５日 政策研意見交換会「医療保険制度改革と薬価」ゲスト：田前雅也氏（田辺製薬）

１９日 政策研意見交換会「アメリカにおける治験の現状」
ゲスト：ウイリアム・ヴァン・ノストランド氏（デンドライトインターナショナル）

２５日 第１８回ステアリングコミティ

２８日 リサーチペーパーシリーズ No．９「日本の医薬品産業における研究開発生産性」
（岡田羊祐主席研究員、河原朗博前主任研究員）発表

３月 ７日 第１９回ステアリングコミティ

１８日 政策研意見交換会「欧米大手による創薬研究効率向上イニシアティブ」
ゲスト：荒木 謙氏（米国野村証券）

２０日 第２０回ステアリングコミティ
政策研意見交換会「製薬産業の未来と薬剤給付制度」
ゲスト：藤山 朗氏（藤沢薬品工業�会長）
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政策研のレポート・論文紹介（２００１年１０月～）

１）「米国における政府による研究開発支援の現状と動向」

－生命科学研究費の医薬品への流れ－（政策研レポート No．１）

医薬産業政策研究所 主任研究員 中村景子＊

２００１年１０月

２）「医薬品開発における期間と費用」

－新薬開発実態調査に基づく分析－（リサーチペーパーシリーズ No．８）

千葉商科大学 山田 武

２００１年１０月

３）「製薬企業の情報提供に関する意識調査」（政策研レポート No．２）

医薬産業政策研究所 主席研究員 中村 洋

主任研究員 平井浩行、沖野一郎、加賀山祐樹＊、鈴木雅人＊

２００１年１２月

４）「日本の医薬品産業における研究開発生産性」

－規模の経済性、範囲の経済性とスピルオーバー効果－（リサーチペーパーシリーズ No．９）

医薬産業政策研究所 主席研究員 岡田羊祐

主任研究員 河原朗博＊

２００２年２月

５）「我が国における治験の活性化に向けて（仮題）」（政策研レポート No．３）

医薬産業政策研究所 主任研究員 成田喜弘、田村浩司

２００２年４月（予定）

６）「製薬企業のアライアンスについて」（政策研レポート No．４）

医薬産業政策研究所 主任研究員 平井浩行

２００２年４月（予定）

７）「事業分野・出資構成・共同研究・特許出願からみた日本のバイオベンチャー企業の特徴」

（リサーチペーパーシリーズ No．１０）

医薬産業政策研究所 主席研究員 岡田羊祐

主任研究員 沖野一郎、成田喜弘

２００２年４月（予定）

＊は前主任研究員。
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O P I R メ ン バ ー 紹 介

２月２１日から OPIRに新しいメンバーが増えました。ご紹介いたします。

名 前：小野塚修二（主任研究員、万有製薬株式会社から出向）

出身大学（大学院）：東邦大学大学院薬学研究科修士課程修了（薬理学専攻）

興味あるテーマ：「医療制度改革」

「製造販売承認制度導入と製薬企業の生産体制の変化」

「ゲノム創薬とテーラーメイド医療」

「製薬産業をめぐる環境動向の分析」

抱 負：

これまで私は、降圧薬の臨床開発業務とマーケティング業務に携わっただけであり、広い視野で医薬品

産業全体を見るといったことがほとんどありませんでした。

今後は、政策研の一員として、医薬品産業の現状・問題点を把握し、社会の理解が得られるような政策

研究を行うとともに、医薬品産業の発展に貢献したいと思っています。

産業の競争力と制度（規制）のありかたは医薬品産業に限らず大きな議論のテーマになるのだ

ろうと思いますが、特に医薬品産業にとっては大きな問題です。まず、薬価の問題。医薬品の価

格は薬価基準によって決められています。そして、臨床試験においては GCPなど、非常に多くの

規制をクリアにしなければなりません。また、医薬品産業にとっては知的財産権も大変重要です。

制度の有り様によっては研究開発のインセンティブを失い、プレーヤーが十分に育たないという

ことになります。プレーヤーにとって魅力あるフィールドとなるように、制度について十分な検

討が必要なのだろうと思います。政策研第５号では日米英の産学官連携について取り上げました。

産学官連携の形は国によって違いがありますが、どのような形のもとでよりイノベーションが生

まれるのか、今後とも研究を続けたいと考えています。

（医薬産業政策研究所 主任研究員 沖野一郎）

編 集 後 記
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